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1. 序論 

先進導坑とは，新たに建設する本坑トンネルの掘削断面内に中小

断面を予め先進させるもので，本坑トンネルの掘削断面が大きく，

全断面工法などで一度に安全に掘削できない場合や，膨張性地山等

の軟弱地盤において，先行変位を発生させることで，本坑支保工に

発生する変位，応力を低減させる「いなし」の目的で採用される．

導坑と本坑の力学的な関連性は経験的に把握されてきた面が多く，

近年，導坑を拡幅した場合における力学的な挙動は一部で 3 次元数

値解析により検討されるようになった．しかしながら，施工事例ご

との検討に留められている場合が多く，広範な議論は限られている． 

本研究では，不良地山における先進導坑の効果を明らかにし，ト

ンネルの設計法へ反映する考え方を示すことを目的とし，トンネル

掘削時におけるトンネルの力学的挙動を解析的に検討した．具体的

には，導坑掘削で生じると考えられる塑性領域に対して，本坑掘削

時にその塑性領域の大小の影響により，本坑の支保工や周辺地山の

挙動がどのように変化するのかを解析的に検証した． 

2. 研究方法 

2.1 解析方法 

本研究では有限差分法(解析コード：FLAC3D)により数値解析を行

った．その理由として，地盤や岩盤，構造物を対象として大変形や

非線形の物性挙動，崩壊に至る過程を議論しやすいと考えたことに

よる． 

2.2 解析条件 

図-1 に 3 次元数値解析のモデルを示す．座標軸として原点 O，ト

ンネルの断面に対して水平方向を x 軸(なお，トンネルの S.L.と一致

させている)，トンネルの掘削方向を y 軸，また，断面に対して鉛直

方向を z 軸と定義した．トンネル本坑は馬蹄形，導坑は円形とし，トンネル本坑の直径 D は 15.66m であり，導坑

の直径は 4.4m とし，これらの仕様は実際の構造を参考にした．また，地山は弾塑性と仮定し，上方領域を 6D 程度,

下方領域を 4D 程度，側方領域を 6D 程度とし，地山の範囲を，-100≤x≤100,0≤y≤150,-65≤z≤100 (単位は m)とした．

なお，境界条件は，x= -100および 100 の x 方向を，y= 0 および 150 の y 方向を，そして z= -65 の z 方向を固定とし

た．その他の解析条件は表-1 に示すとおりである． 
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図-1 解析モデル 

表-1 解析条件 

表-2 解析ケース 
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2.3 解析ケース 

表-2 に解析ケースを示す．解析では，地山等級が E~DⅡ程度の地山を Case1，

それよりも不良な地山を Case2 とし，導坑の有無と閉合距離を変えた検討を行

った．ここで，閉合距離 8m は，約 0.5D(D:トンネル本坑の直径)とした．掘削

の手順は「(i)導坑を 0~44m まで一括で掘削→(ii)44~135m まで 1m ごとの逐次

掘削→(iii)135~150m まで一度に掘削→(iv)本坑を 0~44m まで一括で拡幅掘削

→(v) 44~135m まで 1m ごとの逐次拡幅掘削」とした．なお，導坑があるケー

スは(i)から，導坑がないケースは(iv)から解析を行った． 

3. 研究結果 

3.1 トンネルの天端沈下量 

表-3 に，導坑掘削時と本坑掘削時の本坑 y=90m における天端沈下量を示す．

地山条件の異なる両ケースにおいて，導坑がある場合の方が，本坑掘削時の天

端沈下量は小さくなるため，地山の不良の程度によらず，導坑掘削により本坑

掘削開始から本坑掘削終了までの天端沈下量が小さくなることが分かる．ま

た，本坑掘削時の天端沈下量は，導坑がある場合は導坑がない場合と比較して，

Case1 では 8 割程度，Case2 では 4~5 割程度となっており，地山が不良な場合

の方が，導坑掘削による変位抑制効果が大きいことが解析的に分かった． 

3.2 本坑支保工の軸力 

図-2 に本坑掘削後の本坑 y=90m における鋼アーチ支保工の軸力を示す．地

山条件の異なる両ケースともに，軸力は導坑がある場合は導坑がない場合と比

較して，Case1 では 2~5%，Case2 では 3%~10%大きくなる結果が得られ，ま

た，吹付けコンクリート等の他の断面力においても同様の傾向が確認できた． 

3.3 塑性領域 

表-4に導坑掘削後と本坑掘削後における塑性領域を示す．Case1では，Case1-

2 が Case1-1 に比べて天端部分の塑性領域が 0.18D(D:トンネル本坑の直径)大

きくなったものの，Case1-3 と Case1-4 の塑性領域の大きさに差異はなく，導坑の有無によって本坑掘削後の塑性領

域に明確な差異があるとはいえない．一方 Case2 では，天端部分の塑性領域が Case2-2 は Case2-1 に比べて 0.27D，

Case2-4 は Case2-3 に比べて 0.33D 大きくなり, 加えて Case2-2 では Case2-1 に比べて路盤部分と側壁部分の塑性領

域が，Case2-4 は Case2-3 に比べて側壁部分の塑性領域が大きくなった．よって導坑がある場合の本坑掘削後の塑性

領域は小さくなる結果となった．導坑掘削時に本坑掘削断面まで塑性化するような極めて不良と考えられる地山の

場合，導坑掘削により本坑掘削断面まで地山が塑性化され，その塑性化された部分を掘削するため，本坑掘削時の

塑性領域が小さくなり，いなしの効果が発現することが解析的に表現できる可能性があると考えられる． 

4. 結論 

本研究の解析条件では，導坑掘削により，本坑掘削時の天端沈下量が減少し，本坑掘削終了時の本坑の断面力が

増加した．また，導坑掘削時に本坑掘削断面まで塑性領域が拡大する地山条件であるとき，導坑掘削による変位抑

制効果が大きくなった．よって，導坑掘削による効果として，変位抑制効果が確認できたが，支保工に発生する応

力は増加し，地山条件によって，導坑拡幅による変位抑制効果は異なることが分かった．導坑を拡幅した方が，構

造安定性が減少する可能性も解析的に示されており，地山条件によっては導坑拡幅の効果も異なる可能性もあるた

め，導坑拡幅による評価は本坑の支保設計に反映する必要があることを示唆している．今後は行った解析に関連し

て現場で得られた計測データとの比較，また模型実験やその再現解析を行い，不良地山における先進導坑の効果と

トンネルの構造安定性に影響を及ぼしやすい導坑拡幅の条件について，さらなる検討を行う必要がある． 

表-3 天端沈下量 

表-4 塑性領域 
図-2 鋼アーチ支保工の軸力 
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